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〔内水浸水想定区域図の作成・活用等に関する事例集〕 

（これまで取り組まれてきた各都市の作成事例等を掲載（最新の情報ではない場合もある）） 

 

水防法に基づき水位周知下水道及び雨水出水浸水想定区域を指定した事例 

 事例１．水位周知下水道及び雨水出水浸水想定区域を指定した事例（福岡県福岡市） 
 事例２．行政区域全域を対象として雨水出水浸水想定区域を指定している事例（愛知県名古屋市） 
 事例３．行政区域全域を対象として雨水出水浸水想定区域を指定している事例（愛知県清須市） 

 
内水浸水想定手法の違いによる作成事例 
 事例４．複数の手法を活用した作成事例（愛媛県松山市） 
 事例５．浸水実績を活用した作成事例（愛知県江南市） 

 

他のハザードマップとの連携による作成事例 

 事例６．洪水ハザードマップと連携している事例（千葉県千葉市） 
 事例７．津波ハザードマップと連携している事例（愛媛県新居浜市） 
 事例８．洪水ハザードマップと連携している事例（神奈川県横浜市） 
 事例９．洪水ハザードマップと連携している事例（北海道札幌市） 

 

住民への情報の伝え方を工夫した作成事例 

 事例１０．降雨の違いによる内水浸水想定区域の変化を示した事例（広島県広島市） 
 事例１１．浸水に対する地域特性を表示した事例（愛知県丹羽郡扶桑町） 
 事例１２．建物種別階別の適切な避難行動を示した事例（愛知県清須市） 
 事例１３．概略的に浸水危険区域を表示した事例（岐阜県岐南町） 
 事例１４．外国語版の事例（滋賀県草津市） 
 事例１５．避難所の詳細情報（標高等）を記載している事例（鹿児島県指宿市） 
 事例１６．時系列の浸水想定区域図の作成事例（滋賀県守山市） 
 事例１７．氾濫時の流速を示した事例（兵庫県姫路市） 

 

住民に分かりやすい内水ハザードマップを作成するための取り組みによる作成事例 

 事例１８．学校教育の場で意見聴取して作成した事例（福井県福井市） 

 事例１９．自治体・地先単位での作成事例（鹿児島県、岡山県岡山市、愛知県） 

 事例２０．新たな情報提供手法（エリアメール等）を記載している事例（京都府長岡京市、神

奈川県相模原市） 

 

WEB-GIS を活用した事例 

 事例２１．WEB-GIS を活用した事例（大阪府堺市） 

 

令和 5年 3月更新 
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避難訓練での活用事例 

 事例２２．避難訓練等において活用した事例（内水浸水想定区域図（内水ハザードマップ）の

作成・活用事例等の調査より） 
 

止水板設置等の自助共助への反映事例 

 事例２３．止水板設置等の自助共助の対策の実施に活用した事例（内水浸水想定区域図（内水

ハザードマップ）の作成・活用事例等の調査より） 

 

内水浸水に係る避難のトリガーの設定事例 

 事例２４．避難勧告準備情報（内水氾濫）の設定事例（愛知県名古屋市） 

 事例２５．ポンプ停止情報を避難情報の発令基準に活用した事例（愛知県名古屋市） 

 事例２６．避難勧告等（内水氾濫）の設定事例（埼玉県川越市） 

 

浸水想定区域図を作成するための浸水実績等の収集事例 

 事例２７．浸水標尺による浸水調査の取り組み事例（佐賀県佐賀市） 
 事例２８．住民説明会における浸水写真の提供依頼の事例（高知県いの町） 
 事例２９．ドライブレコーダーの映像を活用した情報収集の事例（高知県いの町） 
 事例３０．官民連携によって地域の課題を共有、解決する取組みの事例 
 

事前防災、効率的・効果的な整備の推進及びまちづくりへの反映事例 

 事例３１．複数降雨による多層的な浸水リスク情報を提供している事例（広島県海田町） 
 

不動産取引における重要事項説明での活用事例 

 事例３２．不動産取引の重要事項説明であることをわかりやすく示した事例（広島県広島市） 

 事例３３．不動産取引の重要事項説明であることをわかりやすく示した事例（千葉県千葉市） 
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【事例１】水位周知下水道及び雨水出水浸水想定区域を指定した事例（福岡県福岡市） 

福岡市では、水防法の規定に基づき、かつて甚大な浸水被害が発生し、大規模な地下街を有する

博多駅周辺地区において水位周知下水道を指定し（指定日：令和 2 年 5 月 28 日）、想定最大規模

降雨（1000 年に 1 度の規模相当）における内水浸水想定区域図を公表した。 
 

 

 

  

○水位周知下水道の指定 

➤博多駅周辺を排水区域内とする比恵１号幹線を

対象とし、「内水氾濫危険水位」を設定した水

位観測所において水位の観測を行う 

➤ 水位が内水氾濫危険水位に到達した場合は，

地下街や要配慮者利用施設の管理者に水位到達

情報を伝達し、地下街等の管理者は水位到達情

報を参考に止水板の設置により地下への浸水を

防止するなど、浸水安全度のさらなる向上を図

る 

 

○雨水出水（内水）浸水想定区域の指定 

➤水防法第 14 条の 2の規定により、水位周知下

水道（比恵１号幹線）の排水区域のうち浸水が

想定される区域を対象 

➤想定最大規模降雨（1000 年に 1度の規模相

当）が博多駅周辺地区に降った場合の浸水シミ

ュレーションにより、浸水が想定される範囲と

水深等を示したもの 

➤公表内容：浸水範囲（降雨に伴う内水氾濫によ

って浸水が想定される範囲）、水深（浸水した

場合に想定される水深）、主要な地点における

一定の時間ごとの水深の変化（内水氾濫による

主要地点（地下街の出入口付近）の水深の変化

を一定の時間ごとに示したもの） 

➤シミュレーションの前提となる降雨を超える規

模の降雨による内水氾濫や、河川による氾濫及

び高潮等は考慮していない 
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【事例２】行政区域全域を対象として雨水出水浸水想定区域を指定している事例（愛知県名古屋市） 

水防法第 14 条の 2 第 2 項第 3 号及び第 4 号の規定に基づき、想定最大規模降雨（156mm/1hr、
836mm/24hr）により内水氾濫が発生した場合に想定される浸水の状況をシミュレーションにより

予測し、下水道計画区域全域を対象として雨水出水浸水想定区域を指定した（指定日：令和 4 年 6
月 1 日）。 
また、水防法第 13 条の 2 の規定に基づき、大規模な地下街のある名古屋駅周辺区域の雨水を排

水する「江川幹線」を水位周知下水道に指定した（指定日：令和 4 年 6 月 8 日） 
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【事例３】行政区域全域を対象として雨水出水浸水想定区域を指定している事例（愛知県清須市） 

水防法第 14 条の 2 第 2 項の規定に基づき、想定最大規模降雨（147mm/hr）により内水氾濫が

発生した場合に想定される浸水の状況をシミュレーションにより予測し、市域全域を対象として

雨水出水浸水想定区域を指定した（指定日：令和 4 年 4 月 1 日）。 
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【事例４】複数の手法を活用した作成事例（愛媛県松山市） 

下水道整備区域については浸水シミュレーション（降雨＋流出＋管きょ＋氾濫）、下水道未整備

区域については簡易手法により内水浸水想定区域図を作成している。 
 

 
 

 

浸水シミュレーション（降雨＋流出＋管きょ＋氾濫）による内水浸水想定区域図 

簡易手法による内水浸水想定区域図 
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【事例５】浸水実績を活用した作成事例（愛知県江南市：避難所・避難場所マップ） 

記録的な豪雨と近年に発生した豪雨による浸水実績（床上浸水・床下浸水）と避難所を表示して

いる。 

  

記録的な豪雨（東海豪雨）と

近年発生した豪雨による（内

水浸水）実績を表示 
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【事例６】洪水ハザードマップと連携している事例（千葉県千葉市：地震・風水害ハザードマップ） 

ホームページ上で、各種災害のハザードマップを閲覧できる。各マップを重ねて表示できるほか、

地図の拡大・縮小や住所検索することができ、自宅付近等を詳細に確認できる。 

内水と洪水の浸水想定区域はそれぞれ表現（着色）方法が異なるため、重ねて表示しても見分け

ができるように配慮されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

洪水浸水想定区域（想定最大規模） 内水浸水想定区域（想定最大規模） 

洪水浸水想定区域と内水浸水想定区域の重ね合わせ表示（想定最大規模） 
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【事例７】津波ハザードマップと連携している事例（愛媛県新居浜市：防災マップ） 

各災害（津波、ため池、土砂災害、内水、外水）における想定区域図を 1 枚に重ね合わることに

より、浸水区域や避難等に関する情報を１枚の図面で住民に提示できる、 

 

 
 

 

 

 

  
※当該情報は平成 26 年 12 月時点のものであり、現在の防災マップには掲載していません。
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【事例８】洪水ハザードマップと連携している事例（神奈川県横浜市） 

ホームページ上で、各種災害のハザードマップを閲覧することできる。各マップを重ねて表示で

きるほか、地図の拡大・縮小や住所検索することができ、自宅付近等を詳細に確認できる。 
このような閲覧システムにより、洪水による浸水リスク情報と内水による浸水リスク情報をそ

れぞれ確認することができ、洪水で浸水しない箇所でも内水で浸水することが一目で確認できる

ようになっている。 
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【事例９】洪水ハザードマップと連携している事例（北海道札幌市） 

札幌市では、新たに内水ハザードマップを作成し、既存の洪水ハザードマップと A4 の冊子形式

で統合した「札幌市浸水ハザードマップ」として公表した。 
このハザードマップでは、内水氾濫と洪水の違いの説明や、「洪水が発生していない場合でも、

内水氾濫により浸水するおそれがある」旨の記載により注意喚起がされているほか、浸水想定区域

図に関して、左側に内水氾濫、右側に洪水を配置することで、市民にとってわかりやすい表示とな

るように工夫されている。 
また、浸水想定区域図の作成にあたり、河川管理者が保有している流出解析モデルを活用するこ

とで、下水道・河川一体での解析を可能としたほか、作成に要する費用の縮減や期間の短縮を実現

している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

内水氾濫と洪水の違いの説明 

浸水想定区域図 
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【事例１０】降雨の違いによる内水浸水想定区域の変化を示した事例 

（広島県広島市：浸水（内水）想定区域図） 

降雨の強さによって、内水浸水想定区域図の浸水範囲が異なることを表示している。 
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【事例１１】浸水に対する地域特性を表示した事例 

（愛知県丹羽郡扶桑町：水害対応ガイドブック） 

内水・洪水の浸水想定区域図をもとに「もしも、あの川の堤防が決壊したら」など地域の特徴や

危険箇所などをまとめたマップを作成し、住民に対し地域に潜む危険を喚起している。 

 
内水・洪水浸水想定区域図等に基づき、どのよ

うな浸水被害が生じ得るのか統括的に表示 

※当該情報は平成 31 年時点のものであり、現在の防災マップには掲載していません。
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【事例１２】建物種別階別の適切な避難行動を示した事例 

（愛知県清須市：水害対応ガイドブック） 

住民に対してより適切な避難情報を提供することを目的に、建物種別階別の避難行動を分かり

やすく示している。ただし、他のハザードマップよりも、住民の浸水イメージの固定化や行政依存

意識を高める可能性が大きいため、特定のある想定シナリオに基づく検討結果であることを伝え

ることが特に重要である。 

  

 

清須市の場合、庄内

川、新川、五条川（下

流部）が決壊した場合

の 3シナリオを設定 
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【事例１３】概略的に浸水危険区域を表示した事例（岐阜県岐南町：ハザードブック洪水編） 
浸水に対して危険な区域をあえて概略で示して、浸水イメージの固定化を防ぐとともに、住民の

「わかりにくいから知りたい」という欲求を喚起し、行政と住民とのコミュニケーションのきっか

けを狙っている。なお、これは冊子形式で、このマップの後ろには浸水想定区域図（洪水）が掲載

されている。 

※当該情報は現在のハザードマップには掲載していません。 
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【事例１４】外国語版の事例（滋賀県草津市：洪水・内水ハザードマップ） 

日本語と外国語の部分的な併記ではなく、外国語版としている事例である。紹介事例は英語版、

スペイン語版、ポルトガル語版、中国語版、韓国語版が用意されており、情報面・地図面共に完全

な外国語表記となっている。（下図は各言語版の情報面より抜粋） 
 

 
 

 

 

スペイン語版 ポルトガル語版 

中国語版 韓国語版 

英語版（情報面） 
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【事例１５】避難所の詳細情報（標高等）を記載している事例 

（鹿児島県指宿市：防災ハザードマップ） 

各避難所の名称と標高の詳細情報を記載している事例である。また、一次避難所、二次避難所の

区分を記載することで、住民に対してより適切な避難情報を提供することが可能となる。 
 

 

   
地図上に標高を記載 

拡大図 
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【事例１６】時系列の浸水想定区域図の作成事例（滋賀県守山市：防災マップ） 

最大浸水深以外に、時系列の浸水想定区域図を作成することで、雨の時間の経過とともに浸水す

る範囲が変化するということを住民にイメージしてもらうことが可能となる。また、適切な避難ル

ートの選定の際にも活用が期待される。 
 

 
 

※当該情報は平成 31 年 3 月時点のものであり、現在の防災マップには掲載していません。
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【事例１７】はん濫時の流速を示した事例（兵庫県姫路市） 

この事例は洪水ハザードマップであるが、内水ハザードマップについても局所的に地表勾配が

大きな地域は流速が早く、歩行が困難になる場合があるので、避難できるかを判断する目安として

流速を表示することも効果的である。 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

流速分布 歩行困難度 

※当該情報は現在のハザードマップには掲載していません。
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【事例１８】学校教育の場で意見聴取して作成した事例（福井県福井市） 

ハザードマップに関するアンケートを実施し、「わかりやすいハザードマップ」を作るために必

要と考える事柄を学校教育の場などで意見として集め、これを反映してイラストを多用するなど

した。なお、アンケートを実施する前に、浸水対策の貯留管など下水道の機能説明を環境学習の一

環として説明してほしいとの要望があり、別途説明を行った。 
 

【アンケート前に実施した小学生への環境学習の様子と説明資料の一部】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【裏面】 

【表面】 

イラストを多用 
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【事例１９】自治体・地先単位での作成事例（作成手引きの紹介） 

自治体・地先単位で防災マップを作成することにより、その地域の災害・防災特性に適合したマ

ップを作成することができるだけでなく、マップの作成を通じ、地域特有の防災に対する課題を明

確にするとともに、地域住民の防災意識の向上および、地域における協力・連携体制の強化を図る

ことも可能となる。 

 
参考事例-1 鹿児島県「地域防災地図作成の手引き」 

 
参考事例-2 岡山県岡山市 「みんなで作る『地域防災マップ』」 

  

作成の手順を記載 

パソコンを活用し

た作成方法の記載 

マップ作成支援制度の紹介 
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参考事例-3 愛知県 「みずから守るプログラム」 

 

 

 

 

県が主体となった地

図づくり支援事業 
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【事例２０】新たな情報提供手法（エリアメール等）を記載している事例 

新たな情報提供手法（エリアメール・緊急速報メール、Twitter 等）を記載している。 

 

参考事例-1 京都府長岡京市「防災ハザードマップ」より抜粋 
 

 
参考事例-2 神奈川県相模原市「浸水（内水）ハザードマップ」より抜粋 
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【事例２１】WEB-GIS を活用した事例（大阪府堺市：堺市 e-地図帳） 

 Web 上の地図ソフトで浸水深等の様々な情報を取得可能であり、使用者のニーズに適した表示

に変更できる。また、ツールを使用することにより、2 画面表示やルート検索が可能である。 
また、浸水想定区域図の更新も容易となる。 

 

 
 
 

 
 

  

2 画面表示（左：洪水浸水想定区域図、右：内水浸水想定区域

ルート検索機能 
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【事例２２】避難訓練等において活用した事例（内水浸水想定区域図（内水ハザードマップ）の

作成・活用事例等の調査より） 

○全国の地方公共団体等を対象に「内水浸水想定区域図（内水ハザードマップ）の作成・活用

事例等について」の調査を実施。 
○49 都市で、以下のような活用事例の回答があった。 
・住民参加型で実施した避難訓練において、机上で避難ルートを選定。 
・住民参加型の防災訓練において、浸水想定区域図を活用し、実際に避難場所まで避難を行っ

た。 
・地域での訓練、話し合いの際に地域の地理的特性や想定される災害リスク等を把握するため

に浸水想定区域図を活用した。 
・地区および中学生を対象に防災教育を実施する際の資料とし活用した。 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

避難訓練等での活用イメージ 
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【事例２３】止水板設置等の自助共助の対策の実施に活用した事例（内水浸水想定区域図（内水ハ

ザードマップ）の作成・活用事例等の調査より） 

○全国の地方公共団体等を対象に「内水浸水想定区域図（内水ハザードマップ）の作成・活用

事例等について」の調査を実施。 
○以下は代表的な活用事例。（他にも 21 都市から類似の回答あり。） 
・浸水想定区域図を活用し、浸水のおそれがある建築物等を対象に、止水板の設置に関する費

用の一部を補助（助成金制度）。 
（埼玉県朝霞市の事例） 

 
・住民が自由に持ち帰り使用できる土のうをストックしておく「土のうステーション」を、内

水ハザードマップや過去の浸水履歴を基に公園等に設置。出水期前には点検と補充を実施。 
（京都府福知山市の事例） 
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【事例２４】避難勧告準備情報（内水氾濫）の設定事例（愛知県名古屋市） 

名古屋市では、大規模豪雨による浸水被害を契機として、内水氾濫による避難勧告準備情報の

発令基準が定められた。 
 

 
 
  

平成 12 年 

10 月 

■平成 12 年 9 月に発生した大規模豪雨において、避難勧告発令のタイミング・伝達
に不十分な点があったことから、この豪雨に係る対応の問題点や課題を整理し、今
後の対応策を検討するために、名古屋市の全庁的な組織として検討委員会を設置。 

平成 13 年 

3 月 

■平成 13 年 3 月の「検討委員会 避難勧告ワーキンググループ」において、避難勧
告準備情報の発令基準について「60 分雨量が 50mm を超え、かつ 2 時間降雨予測
が 100mm を超える場合」を提案。 

➤過去の実績から 60 分降雨量と床上浸水棟数の関係性を検証した結果、50mm を
超えると床上浸水棟数が増加する。 

➤同様に 3 時間降雨量と床上浸水棟数の関係性を検証した結果、150mm を超えると
床上浸水棟数が増加する。（実績は昭和 57 年 8 月～平成 12 年 9 月のデータを使
用） 

平成 13 年 

5 月 

■平成 13 年 5 月に検討委員会から当該基準についての最終報告 
➤市民が余裕をもって適切な避難行動ができるよう、一定の状況になったとき、新
たに「避難勧告準備情報」を発表することとした。 

➤ 「避難勧告準備情報」及び「避難勧告」について、河川水位と降雨予測等による
具体的な発令基準を定めた。 

➤マスコミを通じた発令の周知をより徹底するとともに、サイレン吹鳴等、効果的な
周知を行うこととした。 

 
■避難勧告準備情報の発令基準 
＜内水氾濫の発令基準＞ 
ア 60 分降雨量が 50 ミリを超え、かつ、２時間降雨予測が 100 ミリを超える場合 
イ X 川排水ポンプ場運転調整要綱及び Y 川流域排水調整要綱に定める準備水位
に達した場合 

平成 13 年 

6 月 

■平成 13 年 6 月の名古屋市防災会議を経て運用開始 

避難勧告準備情報（内水氾濫）の設定の経緯 
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【事例２５】ポンプ停止情報を避難情報の発令基準に活用した事例（愛知県名古屋市） 

○名古屋市では、河川に排水しているポンプ場において、河川水位の上昇に伴うポンプ運転調

整が行われる可能性がある場合に、防災部局が統括する災害対策本部で情報を共有すること

になっている。 
○防災部局は、河川水位や気象情報などの情報に加え、ポンプ運転調整の可能性も考慮し、総

合的に勘案して避難指示等の避難情報を発令する。 
※避難情報の発令基準は河川水位に加え、ポンプ運転調整の基準水位も勘案して設定。 

○避難情報の対象地域は洪水浸水想定区域のみならず、ポンプ運転調整によって影響を受ける

可能性のあるポンプ排水区のエリアも対象とされている。 

 

 

 

 

 

  

防
災
部
局 

下水道管理者が把握している 

ポンプ運転調整の可能性 

河川水位 

気象情報 

【警戒レベル４】避難指示等 

総合的に判断し、必要と 

認められた場合に発令 

避難情報の発令のフロー 
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【事例２６】避難勧告等（内水氾濫）の設定事例（埼玉県川越市） 

○「川越市避難勧告等の判断・伝達マニュアル【水害・土砂災害】」は、避難勧告等に関するガ

イドライン（内閣府）に基づき、水害や土砂災害から住民を守るために、災害が発生するお

それがある場合等において、特に必要と認める地域の居住者等に対し、避難勧告等を発令す

るために必要な判断基準や対象者ごとにとるべき避難行動がわかるように伝達する方法につ

いて定めたもの。 
○避難勧告等は、洪水予報河川、水位周知河川、水位周知河川に準ずる河川の洪水等のほか

「その他河川等（下水道含む）」として「江川流域都市下水路」の溢水を発令の対象として

いる。 
➤江川流域都市下水路は、寺尾地区ほか周辺地域の雨水を新河岸川へ流出している。流入先で

ある新河岸川の水位の上昇により、流出機能の低下及び新河岸川からの逆流を防止するた

め、江川流域都市下水路樋門を閉鎖することで、寺尾地区において、内水氾濫の発生の危険

性が想定される。 
➤下水道等からの氾濫（内水氾濫）に対しては、命の危険を及ぼさないと想定された場合、原

則として、避難勧告等は発令せず、屋内安全確保を避難行動とする。ただし、命の危険を及

ぼさないと想定された場合であっても、氾濫が発生し、または発生しそうになった際に、事

前の想定を超えて命の危険を及ぼすおそれがあると判明した場合には、躊躇なく避難勧告等

を発令すべきである。また、突発的な浸水に備え、避難準備・高齢者等避難開始を積極的に

活用する。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

発令区部 判断基準 

【警戒レベル５】 

災害発生情報 

次に該当する場合に、災害発生情報を発令する。 

１：溢水が発生した場合 

避難勧告等の解除 

江川流域都市下水路及び新河岸川、または下水道の水位が十分に下がり、かつ、流

域雨量指数の予測値が下降傾向である場合、または、降雨がほとんど予想されない

場合を基本とする。 

江川流域都市下水路（寺尾地区）判断基準※内水氾濫 

※新河岸川の寺尾調節池排水機場外水位の水位等により、「避難準備・高齢者等避難開始発令準備段階」、「【警戒レベル３】

避難準備・高齢者等避難開始」、「【警戒レベル４】避難勧告・避難指示（緊急）」等の基準も定められている。 

※なお、江川流域都市下水路（寺尾地区）における内水氾濫の判断基準については、複合的な被害要素があるため、必ずし

も水位等の情報により基準設定できるものではなく、避難勧告等発令の目安とする。 

避難勧告等の伝達 

＜住民等への伝達＞ 

□ 防災行政無線（同報系）：情報整理班 

□ 広報車、消防車両：広報班 

□ 市ホームページへの掲載：広報班 

□ 緊急速報メール（エリアメール）：広報班 

□ ツイッター：広報班 

□ 防災情報メール：広報班 

□ 埼玉県災害オペレーション支援システムを使用した埼玉県防災

情報メール、埼玉県公式スマホアプリ「ポケットブックさいた

ま」、Ｌアラート（災害情報共有システム）による情報の配信：

本部班 

□ ケーブルテレビによる放送及び文字表示（Ｊ：ＣＯＭ）：広報班 

□ 自主防災組織（地区・自治会・避難支援関係者）の会長・・・

ＦＡＸ、電話：市民班 

□ 各市民センターでの情提提供：市民班、地域防災拠点班 

＜要配慮者利用施設への伝達＞ 

□ 要配慮者利用施設・・・ＦＡＸ、電話：要配慮者支援班 

＜防災関係機関への伝達：統括班＞ 

□ 水防団（団長、副団長）・・・ＦＡＸ、電話、メール 

□ 埼玉県災害対策課・・・災害オペレーション支援システム、Ｆ

ＡＸ、電話 

□ 川越警察署・・・ＦＡＸ、電話 

□ 川越地区消防局・・・ＦＡＸ・電話 

□ 国土交通省荒川上流河川事務所・・・ＦＡＸ、電話 

□ 埼玉県川越県土整備事務所・・・ＦＡＸ、電話 

□ 東京電力パワーグリッド株式会社川越支社・・・ＦＡＸ 

※土砂災害のみ 

□ 国土交通省関東地方整備局河川部河川計画課・・・電話 

□ 埼玉県河川砂防課・・・ＦＡＸ、電話 

○避難勧告等の伝達は、正しく情報を伝え、適切な行動を促すことができるよう、以下の方法

を定めている。 
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【事例２７】浸水標尺による浸水調査の取り組み事例（佐賀県佐賀市） 

○佐賀市では平成 27 年度から「浸水標尺」による浸水調査を実施している。 
○一定以上の降雨が想定される場合には、災害ボランティア団体や市職員が数時間おきに「浸水

標尺」の計測を実施。 
○「浸水標尺」の設置個所の選定において、内水ハザードマップを参考として活用。 
○令和 3 年 5 月現在、市内 83 箇所へ設置。うち 29 箇所は ICT を利用した「浸水標尺」を導入。 
○ICT「浸水標尺」のデータは、令和元年 8 月豪雨（既往最大降雨）を受けて改訂した内水ハザ

ードマップへ反映。 
○今後は浸水状況のリアルタイム配信への活用を検討。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・浸水標尺：浸水時刻，浸水深，浸水状況の写真等を記録し，

電話、ＦＡＸ、メールで市役所へ提供 

計 測 

時 間 浸水深 

10:00  30cm 

12:00  40cm 
浸水標尺の計測値から、標尺を中心に周辺に配置した衛

星点（地盤高）との相関により、浸水範囲の想定が可能 

・観測点に付随する衛星点を複数個所設け

ることで，面的な浸水状況を想定。 

・IOT 浸水標尺 

携帯電話回線を利用し、リアルタイムで浸水状況を把握可能（29 箇所で導入） 
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【事例２８】住民説明会における浸水写真の提供依頼の事例（高知県いの町） 

○浸水対策事業を実施するにあたり、住民説明会を計７回実施。 
○説明会の最後に、スクリーンに要望書を提示し、現地を知らない方々に浸水被害の状況をアピ

ールするには、写真が一番効果的であることを説明し、被害状況の写真の提供を依頼。 
○住民の多くが被害の状況を写真に収めており、多くの写真の提供があった。 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

住民からの提供写真（自宅の２階から撮影） 
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【事例２９】ドライブレコーダーの映像を活用した情報収集の事例（高知県いの町） 

○公用車に設置したドライブレコーダーの映像を、他部署（道路、危機管理）と共有し、浸水エ

リアの把握に活用している。 
○大雨時には、様々な部署において、それぞれの役割に応じて現場に出向く機会が多くあり、移

動時に自動で動画撮影できるため、特別な労力も少なく情報収集できる。 
○ドライブレコーダーは自動で撮影されるが、古いデータから上書きされるタイプが多いため、

撮影後速やかにデータを取り出すなど注意が必要。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

実際の浸水状況を記録した映像（動画から切り出し） 

車載状況 



 

109 
 

【事例３０】官民連携によって地域の課題を共有、解決する取組みの事例 

○民間事業者が構築した仕組みで、市民と行政が協力し、道路の破損、落書き、街灯の故障、不

法投棄などの地域・街の課題をスマホを使って共有・解決していくための取組み。 
○地方公共団体は有償登録し、市民からの地域の課題に関するレポート・コメントの投稿を確認

し、解決に向けた対応を行うことができる 。 
○市民は無償で利用できるスマートフォンの専用アプリにより、レポート・コメントの投稿・閲

覧を行うことができる。 
○レポートの内容は、状況写真、位置情報（地図）、タイトル、カテゴリ（道路の問題、街灯の

故障…等）、詳細（自由記入）、等。 
○浸水状況の把握においては、浸水発生後に市民からの報告により収集することが多いが、この

ような仕組みを利用することで、タイムリーに詳細な情報を収集することができる。 
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【事例３１】複数降雨による多層的な浸水リスク情報を提供している事例（広島県海田町） 

想定最大規模降雨（130mm/hr）による内水浸水想定のほか、49.6mm/hr（7 年確率降雨）によ

る内水浸水想定や、63.0mm/hr（平成 30 年 7 月豪雨）による浸水実績といった複数降雨による多

層的な浸水リスク情報を提供している。 
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【事例３２】不動産取引の重要事項説明であることをわかりやすく示している事例（広島県広島市） 

公表している内水ハザードマップのうち、水防法第 15 条第 3 項に基づく内水ハザードマップの

対象を示し、宅地建物取引業者向けにわかりやすい情報提供を行っている。 
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【事例３３】不動産取引の重要事項説明であることをわかりやすく示している事例（千葉県千葉市） 

水防法第 15 条第 3 項に基づく内水ハザードマップではないが、宅地建物取引業者に対して、浸

水リスク情報を提供している。 
 
 




